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はじめに

　バランスト・スコアカードは，財務の視点，顧客の視点，内部プロセスの視

点および学習と成長の視点の関係性について，いずれも正の関係があることが

前提として発展してきた。顧客満足度は財務成果のドライバーであることは，

以前より検討されてきている点である。ただし，顧客満足度をやみくもに高め

ても，財務成果を導かない場合があることも実証されている。また，顧客満足

度を獲得するためには，顧客が購入する製品やサービスの知覚価値を向上させ

るとともに，ソフトウェアの知覚価値も高めなければならない。とりわけ，生

産と消費が同時に行われるサービス業においては，販売対象としてのサービス

と，そのデリバリーが行われる現場で発生する人的な付帯サービスを切り離し

て考えることはできない。前者は企画され，準備された上で提供されるが，そ

れがどれほど良いものであっても，提供現場における従業員の態度いかんで

は，販売されるサービスの良さを打ち消してしまうこともある。

　そこで，本論文は，第１に，顧客満足度と財務成果の関係について，先行研

究の整理を行い，顧客満足度と財務成果の関係を中心としながら，顧客満足度

の源泉，顧客満足度の知覚，顧客の行動および財務成果の関係を明らかにした
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Gupta and Zeithaml［2006］の検討について，近年の動向を含めた拡張を行う。

第２に，顧客満足度の源泉として考察されるべき要素を整理し，とくにサービ

ス業においてはきわめて重視されている従業員満足度の影響を明確にするとと

もに，その源泉について考察を行う。

１．顧客満足度と財務成果の関係性研究

　顧客満足度と財務成果の関係については，マーケティング・サイエンスや管

理会計の領域で，1990年代半ばから盛んに論じられるようになってきた。マー

ケティング活動による顧客の満足が，顧客行動の結果としての販売につながる

ことは，研究対象となるはるか以前からビジネス実践の現場では重視されてき

たものである。マーケティング管理会計の領域では，Kaplan and Norton［1996］

が提唱したバランスト・スコアカードが，内部プロセスの視点，顧客の視点お

よび財務の視点を彼らの言う「因果連鎖」でつないで説明したことによって，

財務尺度と非財務尺度の関係性，より具体的には顧客に関する尺度と財務尺度

との関係性に関する研究が始まったと考えられる。

　バランスト・スコアカードが想定する，ある意味では常識と考えられていた

関係性が，実際に存在するのか否かについては数多くの研究が実施されてい

る。たとえば，Ittner and Larcker［1998］は，顧客満足度の尺度は，顧客の

購買行動，顧客数の増大，そして会計上の業績の先行指標であることを示した。

また，Ittner and Larcker［2003］では，顧客満足度と消費額との関係につい

て調査を行い，顧客満足度が80％の顧客と100％の顧客ではその消費額に差が

ないことを論じた。彼らは，非財務尺度と財務尺度との間にある関係性につい

て，多くのリサーチを集めて論じている［Ittner and Larcker, 2008］。

　非財務の尺度が財務の尺度の先行指標であり，様々な非財務の尺度が企業の

価値を生み出していくという主張は，いまや一般的になりつつある。Wyatt

［2008］では，無形資産について，価値関連性という観点から考察を行っている。
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論文の中で，Wyatt は無形資産として①技術資源として R&D への支出，②人

的資源として人的資本，③製品資源として広告・ブランド，顧客ロイヤリティ，

競争優位，のれんを挙げており，これらに対する支出や投資が将来における財

務的な成果につながるとしている。Johnson and Gustafsson［2000］は，内部

品質が顧客満足に正の効果を有し，それが顧客ロイヤルティを生んで利益につ

ながるとしており，内部品質を高めるための要素について考察している。いず

れも注目されているのは，顧客ロイヤルティの考え方であり，これについては

以下で示すように，マーケティングの領域で数多くの業績が出されている。

　バランスト・スコアカードの枠組みと関連はなくとも，顧客満足度と収益性

についての研究は数多い。たとえば，Anderson, Fornell and Lehmann［1994］

は，顧客満足度と ROA に強い関係があることを発見しているし，Fornell

［1992］は，顧客満足度の向上によって取引コストが下がり，利益の改善につ

ながるとしている。同様に，Rust, Moorman, and Dickson［2002］は，顧客満

足度と長期的な財務業績の関係には，収益の拡大と原価削減を同時に起こすと

いう二重の効果があることを指摘した。彼らの研究を発展させて，Mittal et 

al.［2005］は，この二重の効果を成功裏に達成している企業では，顧客満足

度と長期の財務業績は正の相関を有し，相対的にそれが強力であることを見出

している。Zeithaml［2000］は，サービス・クオリティが顧客の行動を通じて

企業の利益となることを説明した。しかし，顧客満足度は財務成果にただちに

影響を与えるとは限らない。ある一定の顧客満足度が得られてから，顧客が行

動を起こすまでにはタイムラグがあることをモデル化して論じたのは Wiele, 

Boselie and Hesselink［2002］であった。

　顧客満足度のみならず顧客のロイヤルティを示して，財務業績との関係を論

じたものも多い。なぜならば，後述するように顧客満足度は顧客自身の感情に

過ぎず，そこからは何も生まれないからである。そこで顧客の行動となるロイ

ヤリティを考えることになる。たとえば，Morgan and Rego［2006］は，平均
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顧客満足度スコア，Top 2 Box 顧客満足度スコア（５点リッカートなら４点以

上，10点リッカートなら７点以上をつけた顧客の比率），およびクレームをつ

けた顧客の割合を顧客満足度の尺度，そして，顧客ロイヤルティの尺度として

NPS（Net Promoters：推奨者の割合），再購買の可能性，そして推奨回数が

選択されている。これらと各種の業績（株主利益率，ネット・オペレーティン

グ・キャッシュフロー，株主投資利回り，売上成長率，売上総利益およびマー

ケット・シェア）との関係性については，前三者と再購買の可能性は各種の業

績との関係を認められたが，顧客ロイヤルティの二つの尺度はこれらとの関係

性は強くないことが判明した。

　マーケティングの領域では，結果の業績として財務業績よりもマーケット・

シェアに注目するものも少なくない。Hoisington and Naumann［2003］は，

顧客満足度とマーケット・シェアに正の関係があることを示し，ビョーン・圓

川［2009］は，日本においては，顧客満足度とマーケット・シェアには数年程

度のラグがあるが，正の関係があることを見出した。また，アブレート等

［2012］は，８か国（日本，中国，ウイグル，タイ，ボリビア，フランス，ア

メリカおよびドイツ）で顧客満足度とマーケット・シェアに関する実証研究を

行い，短期的（同期間）において，低い顧客満足度の企業がシェアを高めると

かえって顧客満足度を毀損するが，高い顧客満足度の業種では，シェアの向上

は顧客満足度を高める好循環があることを発見した。

２．顧客満足度と財務業績の因果関係

　顧客満足度と財務業績には，様々な関係性を持つことが多くの研究によって

指摘されていることを述べてきた。こうした研究を整理し，顧客に関する多く

の指標と財務的な業績について論じたのが Gupta and Zeithaml［2006］であっ

た。

　彼らは，顧客に関する指標が広範にわたることを指摘し，それを①観測可能
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な行動的指標，②観測不能な知覚的指標に分類した。①は，顧客の行動そのも

のを意味していて，それゆえ直接に観測することが可能なものである。した

がって，それは「製品やサービスの購買あるいは消費に関係するものである」

［Gupta and Zeithaml, 2006, p.718］。他方，②は顧客の知覚に関連するもので

あって，それゆえ直接に観測することはできない。その内容は，「顧客の知覚

（サービス品質についての），態度（顧客満足）あるいは行動をする意思（購買

する意思）」［Gupta and Zeithaml, 2006, p.718］を含んでいる。

　彼らは，このように整理した顧客に関する指標を，財務業績および企業行動

と結び付けて考察して，図表１を表した。

　図表１は，企業の行うマーケティング行動，顧客の思考（観察不能な知覚の

指標），顧客の行動（観測可能指標）および財務業績の間の関係性を示したも

のである。縦のラインは，マーケティング行動が製品・サービスについて顧客

の知覚を向上させ，それが実際の購買活動へと導き，そして企業に利益あるい

は企業価値の増大をもたらすということを意味している。

　しかし，実際にはこれらの要素間の関係はここで想定されているよりもはる

図表１　顧客の指標と企業の財務業績に対するそのインパクト

出所：［Gupta and Zeithaml, 2006, p.719］
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かに複雑である。企業のマーケティング活動は直接に顧客の行動を導くかもし

れないし，顧客の知覚が向上することで財務業績が向上することもある。

Gupta and Zeithaml［2006］は，これらすべてを対象にすることなく，図表１

における黒塗の線，すなわち顧客の思考，顧客の行動および企業が得る財務業

績の関係性だけに焦点を当てている。

　知覚の尺度として使用されるものとして Gupta and Zeithaml は，顧客満足

度，サービス品質，顧客ロイヤルティおよび購買する意思を挙げている。顧客

満足度については，様々な定義があるが，その本質は「製品やサービスが期待

に届いているかいないかに関する顧客の判断」［Gupta and Zeithaml, 2006, 

p.720］である。サービス品質は顧客のサービス知覚と期待が相違する程度や

その方向性を示しており［Zeithaml and Parasuraman, 2004］，SERVQUAL

が広く知られている。顧客ロイヤルティは，「将来にわたり，選好する製品／

サービスを常に購入あるいはひいきにすることについて，深く関与することで

あり，したがって繰り返し同一ブランドあるいは同一ブランド・グループにつ

いて購買を行う」［Oliver, 1997, p.392］ことである。この定義から明らかなよ

うに，顧客ロイヤルティは，顧客の購買行動（頻度，数量，他者への推薦など）

をもって測定されることになる。

　一般的には，顧客満足度は顧客ロイヤルティを生み，その結果顧客の具体的

な行動を生むと考えられており［Heskett, Sasser and Schlesinger, 1997］，顧

客満足度と顧客ロイヤルティは強い相関関係を有していると考えられていた。

ただし，Sasser and Jones［1995］の研究によれば，競争の激しい市場では，

完全に満足している顧客と満足している顧客のロイヤルティにはきわめて大き

な乖離があることを発見している。このように，顧客満足度やそのロイヤル

ティについては，個別の状況に依存することに注意する必要がある。

　次に，観測可能な行動の結果に関する指標であるが，これは，顧客ロイヤル

ティでも述べた顧客の購買行動であり，Gupta and Zeithaml［2006］は顧客の
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獲得，顧客維持，クロス・セリング，顧客の生涯価値，そしてカスタマー・エ

クイティをあげている。これらの要素については，顧客関係管理（Customer 

Relationship Management; CRM）の中でモデル化されるものもあり，ロジッ

ト・モデルを使用した Thomas［2001］の顧客獲得モデルなどがよく知られて

いる。

　Gupta and Zeithaml［2006］は，以上の観点から数多くの先行研究を整理し

て，観測不能指標と財務業績との関係について G1から G3の３つ，観測不能指

標と観測可能指標との関係について G4から G6の３つ，観測可能指標と財務業

績についてG7からG9の，合計９つの一般化された事実を示している。それは，

下記の通りである。

G1：  顧客満足度の改善は，企業の財務業績に対して，重要かつ正の影響を

有している

G2： 顧客満足度と収益性の関係は，非対称性かつ非線形性である

G3：  顧客満足度と収益性関係の強度は，ある産業内の企業で異なるのと同

様に，産業間でも異なる

G4： 顧客満足度と顧客維持の間には，強い正の関係が存在している

G5：  顧客満足度とサービス品質は行動の意図と強い相互関係を有している

ものの，行動の意図は実際の行動を完全に予測するものではない

G6： 観測不能な指標と観測可能な指標の関係は，一般的には非線形である

G7：  観測された顧客の指標，たとえば顧客の生涯価値に基づくマーケティ

ングの意思決定は，企業の財務業績を改善する

G8：  顧客維持は，顧客の生涯価値および企業の収益性の主要なドライバー

のひとつである

G9：  顧客の指標，とりわけ顧客の生涯価値およびカスタマー・エクイティ

は，企業の市場価値を評価するのに良い基礎を提供する
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　管理会計の立場からこの結果を見れば，G1（顧客満足度が直接に財務業績

に対して与える影響）はきわめて重要であり，Anderson, Fornell and Maz-

vancheryl［2004］や Gruca and Rego［2005］のように，ACSI（米国顧客満

足度指標）が上昇すると企業価値やキャッシュ・フローが増大するとした研究

は1990年代より数多く行われている。わが国においても，ホテルチェーンにお

ける顧客満足度と財務業績の関係に関する研究［松岡，2006］が行われ，そこ

では，顧客満足が利用金額や顧客ロイヤルティに正の影響を与えること（ただ

し，大きな影響力ではない），顧客満足度を生む要因がいくつかに限定される

ことなどを発見している。

　さらに，観測不能指標が観測可能指標を通じて，財務業績に対して間接的に

正の影響を与えることが明らかであれば，若干の例外事項があるとしても，あ

るいは顧客満足度向上のコストとその効果について慎重に測定する必要がある

としても，基本的には顧客満足度を向上させるという企業の行動は正しいこと

になる。

　以上の点から，バランスト・スコアカードのフレームワークである，顧客満

足を得るための方策を内部プロセスおよび学習と成長の視点から考察すること

に意味が生じることになる。もちろん，この関係性は，マーケティング行動を

中心に考えることもできるが，本稿では，管理会計の文献を中心に，バランス

ト・スコアカードのロジックを完成させることを試みる。

３．管理会計的な視点

　バランスト・スコアカードは，冒頭でも述べたが，一般的には財務の視点を

頂点におき，それを達成するための戦略を，顧客の視点，内部プロセスの視点，

そして学習と成長の視点の３つを通して構築して可視化するものである。４つ

の視点を通して戦略を描き出したものが戦略マップであり，戦略マップに示さ

れた戦略目標を達成するための尺度・目標値・アクション・プラン（strategic 
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initiatives）を示したものがスコアカードである［Kaplan and Norton, 2000］。

　Kaplan and Norton［2000; 2004］によれば，顧客の視点においては，顧客

満足度あるいは顧客ロイヤルティが測定され，それが財務成果に結びつくとい

う前提が置かれている。また，顧客満足や顧客ロイヤルティを獲得するために，

内部プロセスや学習と成長の視点において，具体的なR&D，生産，販売，サー

ビスなどのプロセスや，それを支える人的資本（従業員），情報資本（IT シス

テム）および組織資本（組織文化）について，いかに強化していくのかを示す

ことになる。

図表２　ECSI の基礎モデル

出所：［ECSI Technical Committee, 1998, p.16］

　すでに，顧客満足度や顧客ロイヤルティが，財務業績に強い関係を有してい

ることを明らかにする先行研究が多いことは述べたが，管理会計が財務業績を

生むために必要な計画の立案にかかわっている点を考えれば，それだけでは不

十分であり，Gupta and Zeithaml［2006］が提示した関係性のうち，企業行動

と顧客の思考とのつながりを考えることなくしては経営管理に有効であるとは
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言えない。さらに言えば，企業行動は，マーケティング活動に限定されること

はなく，製品・サービスそのものから知覚価値などを考えなくてはならないは

ずである。

　こうした関係性について説明しているひとつの例がヨーロッパ顧客満足度

（European Customer Satisfaction Index; ECSI）に関する一連の研究である。

国別の顧客満足度指標については，1980年代後半以降，各国において研究が行

われ，実施されてきた⑴。ヨーロッパ顧客満足度の評価ツールは，図表２の基

礎モデルによって示された［ECSI Technical Committee, 1998, p.16］。

　それぞれの要素について，その概略を示したのが，図表３である。

図表３　ECSI の要素

特性 要素 説明

CSI を説明するため
のドライバー

イメージ ブランド・ネーム，製品・ブランド・
企業から連想すること

顧客の期待 顧客が製品を目にしたときに持つ期待

知覚品質（ハードウェア） 製品それ自体の品質

知覚品質（ソフトウェア） 保証やアフターサービスなどの「サー
ビス」に関連する品質

知覚価値 顧客が経験した「金額に見合う価値」
に関連している

業績の指標 顧客ロイヤルティ 結果として取引を維持しようとする顧
客行動

出所：［ECSI Technical Committee, 1998, p.15］より作成

　顧客ロイヤルティは，顧客の具体的な行動，すなわち顧客が継続的に企業と

取引することを意味している。顧客ロイヤルティを生むのは，基本的には顧客

満足度であるが，それ以外にイメージと知覚品質（ソフトウェア）も影響する。
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顧客満足度もまた，イメージや知覚品質（ソフトウェア）から影響を受け。さ

らに知覚価値，すなわち顧客が持つ期待と販売される製品・サービスの知覚品

質（ハードウェア）との差から得られた価値が大きな顧客満足度の源泉となる

はずである。ここで，知覚品質（ハードウェア）は，販売される製品のみなら

ずサービスに関する知覚品質を意味しており，単に製造業のみに当てはまるも

のではない。すなわち，販売されている主要なサービスそのもののことも意味

している。たとえば，マッサージを受ける場合には，マッサージそのものが提

供されるサービスの主体であるから，顧客がマッサージに対して持つのが，知

覚品質（ハードウェア）であり，予約の電話対応，受付での対応，マッサージ

終了後の接客などに対して持つのが，知覚品質（ソフトウェア）ということに

なる。

　このモデルでは，図表２の一番左にある要素であるイメージ，顧客の期待，

知覚品質についての源泉，あるいは知覚価値と顧客満足度に対して直接影響を

与えるその他の源泉があることが図示されているが，その詳細は明らかになっ

ていない。この点を明確にすることが，管理会計においては重要になるはずで

ある。

　このモデルを使用して，デンマーク郵政公社に関する分析が行われた［Kris-

tensen, Martensen, and Grønholdt, 2002］。企業イメージとしては，全体イメー

ジ，業務慣行，倫理および社会的責任，顧客の期待としては郵便サービスに対

する全般的期待と顧客とのやり取りに対する全般的期待，郵便サービスの知覚

品質としては，品質体験の全般的評価，顧客要求への適合，競合他社との比較

が，接客品質としては品質体験の全般的評価，顧客の要件への適合，競合他社

との比較が，知覚価値としては金銭的価値と競合他社との比較が，顧客満足度

としては全般的満足度，期待の達成，理想との比較が，顧客ロイヤルティとして

は再購買意思，郵便サービスの追加購買意思，他者への推薦意思があげられた。

　これらの潜在変数について，分析した結果は，図表４のようになっている。
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　この結果から得られた知見は，デンマーク郵政公社の郵便サービスにおいて

は，顧客の期待は，顧客満足度や顧客ロイヤルティにはほとんど影響を及ぼさ

ないということである。対照的に，イメージ，郵便サービスの知覚品質および

接客品質はロイヤルティに大きな影響を与えている。こうした点から考える

と，個々の企業の顧客が，その行動に対して何を重視しているのかを分析しな

ければ，誤った方向で顧客満足度を高めようとするかもしれない。すなわち，

戦略マップ上に掲載されるべき戦略目標は，経営者の直観のみに基づくのでは

なく，上述のような分析を判断しつつ決定されるべきなのである。

　しかし，顧客満足度や顧客ロイヤルティのドライバーが何になるのかは，産

業によっても，産業内の企業によっても大きく変化する可能性が高いことが指

摘されている［Martensen, Grønholdt, and Kristensen, 2000］。また，Ciavo-

lino and Dahlgaard［2007］の結果では，顧客ロイヤルティにもっとも影響を

与えている要素はイメージではなく，ソフトウェア（図表２における知覚品

質・サービス特性（ソフトウェア））であり，次いで，顧客満足度，イメージ

図表４　デンマーク郵政公社の ESCI モデル

出所：［Kristensen, Martensen, and Grønholdt, 2002, p.287］
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であることを明らかにしている。

　上述の要素のうち，接客品質の重要性について考えてみたい。デンマーク郵

政公社の事例においては，顧客ロイヤルティに最大の影響力を行使するのは，

（公社の）イメージであり，次いで郵便サービスの知覚品質，さらに接客品質

となっている。郵便サービスは公社の本来の製品であり，これを充実するのは

ある意味当然のことである。ただし，イメージについては，何がそれを構成す

るのかを分析してマーケティングの手法をとることになるだろうし，接客品質

も郵便サービスと密接に関係しているはず（製品自体がサービスであるから）

で，これらも重視する必要があるだろう。同様に，Martensen, Grønholdt, and 

Kristensen［2000］でも，サービス業においては，顧客ロイヤルティの源泉と

して，ソフトウェアの重要性は高くなる傾向を示している。

　しかし，Ittner and Larcker［1998］では，小売業においては顧客満足度と

財務業績に負の関係があることを示しているが，他方で Smith and Wright

［2004］は，PC メーカーにおいては，販売後のアフターサービスが，差別化

のためにきわめて重要な要素であり，売上成長率や ROA に対して大きなイン

パクトを与えることを見出している。

　このことは，付加的なサービスは，基本的には重要な要素となりうるが，こ

れに対するコストの支出の仕方によっては，顧客満足度および顧客ロイヤル

ティを通じて売上高を向上させるものの，それ以上の追加コストを支出するこ

とによって収益性には寄与しなくなるという可能性を示唆するものである。そ

こで，最後に，とりわけこうした傾向が顕著になると思われるサービス業にお

ける接客品質の重要性について述べてみることにする。

４．顧客ロイヤルティの源泉となりうる従業員

　顧客ロイヤルティの源泉として，販売される対象そのものではなく，付加的

なサービスも重要であることは先述したとおりである。こうした研究も数多く
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なされている。顧客満足度と従業員満足度に一定の関係性があるものを論じた

ものは，Tornow and Wiley［1991］や Tompkins［1992］があった。Schlesinger 

and Zomitsky［1991］は，従業員がサービス品質を認識していることは，従

業員の職務満足とサービスを実行する能力の両方に対して正の関係があること

を発見した。さらに，Schlesinger and Heskett［1991］は，従業員研修と権限

の委譲は，従業員満足とコンピタンスを生み，それが優れたサービスの提供に

むすびつき，それが顧客満足および顧客ロイヤルティの源泉となって，売上高

や利益の増加につながることを論じた。こうした研究を受けて，Heskett, 

Sasser, and Schlesinger［1997］は，サービス産業において，財務業績を高め

るために必要なサービス・プロフィット・チェーンを提唱した。

　図表５は，サービス・プロフィット・チェーンを示したものである。結果

（右）から見ていけば，収益の成長と収益性を得るために顧客ロイヤリティが

ある。顧客ロイヤルティの具体的な行動としては，顧客維持，多頻度購入，推

図表５　サービス・プロフィット・チェーン

出所：［Heskett, Sasser, and Schlesinger, 1994, p.166］に加筆修正
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薦・紹介がある。顧客ロイヤルティを得るためには顧客満足度が求められ，顧

客満足度は顧客のニーズに見合うように設計されて実行されるサービスによっ

てもたらされる。これを外部サービス価値と呼び，それを提供するのが従業員

満足度の向上による従業員の定着と生産性であるとしている。さらに，従業員

満足度のドライバーとなるのが，内部サービス価値であり，職場設計，職務設

計，従業員の選抜と教育，従業員の報酬と評価，そして顧客に仕えるために使

用されるツールがあるとしている。

　３．までの内容は，図表５における外部サービス品質以降，収益増大と収益

性の成果が得られるまでを論じた研究について列挙してきたわけであるが，

Heskett, Sasser and Schlesinger［1997］では，サービス業においては，外部サー

ビス品質を作り上げるのが主として従業員であることに着目し，そのドライ

バーとして内部サービス品質を論じた点に大きな貢献があったと考えられる。

　ここで，従業員の定着率が外部サービス品質について与える影響を考えてみ

る。製造業においては，製品に対する期待と使用による知覚品質から得られる

知覚価値が，顧客満足を生み出す要素となっている。したがって，顧客の期待

と製品の機能が同一ならば，得られる知覚価値は理論上一定になるはずであ

る。しかし，サービス業においては，サービスを提供する従業員によって，た

とえ提供されるサービスが同一であっても，顧客の知覚価値は同一にならな

い。要するに，気に入った店員がその店を辞めて他の店に移ると，客も他の店

に移るといったことが生じる。

　Heskett, Sasser, and Schlesinger［2003］は，これを従業員－顧客関係のバ

ミューダ・トライアングルと呼び，従業員の定着率の悪化による顧客の喪失を

防ぐとともに，いったんそうした従業員と顧客の関係性が失われることによっ

て生じる事業基盤を回復するには時間もコストもかかるため，企業・従業員・

顧客の間にはバランスのとれた関係を構築すべきであると論じている。さら

に，彼らは従業員が定着してコミットメントをすることによって，収益拡大（新
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製品・サービスのアイデア，新規顧客の推奨，顧客の期待，顧客の選抜）のみ

ならず費用削減（新規従業員の推奨，高い生産性，訓練費用の節約）も期待で

きることを指摘している。

　ただし，この点については，必ずしも費用の節約にはつながらない可能性も

高い。たとえば，シティホテルの例をあげれば，高い顧客満足度を獲得するた

めに追加的なコストを要することもある。リッツカールトンホテルでは，各プ

ロパティにおいて，各従業員が顧客のために2,000ドルの支出をすることが認

められているという。このことは，理論上は特定のサービスを受けた顧客が

2,000ドル以上の追加的な取引をこのホテルと行って初めて正当化できる。顧

客の生涯価値の研究によれば，満足を超えて感動した顧客は，こうした支出を

超える生涯価値を生む可能性は高いが，それは確実には起こらない可能性もあ

る。日本にある，あるホテルでは，記念日などが判明している顧客に対して，

一般の従業員が何らかの特別サービスをする場合には，上長に判断を仰ぐ状況

も見られている。すでに述べてきたように，Ittner and Larker［1998］の研究

では，Anderson, Fornell, and Rust［1997］の小売業界では顧客満足の増大を

費用の増加が超過してしまうという主張を支持する結果を導いているし，

Moore［1997］が示すように，もともと顧客満足度が高い業界においては，顧

客満足度を高めることによって収益性は改善されないことも示唆されている。

　Heskett, Sasser, and Schlesinger［1997］によれば，従業員満足度を高める

ためには，職場設計，職務設計，従業員の選抜と能力開発，従業員の報酬と評

価および顧客に仕えるためのツールをあげている。最初の４つはバランスト・

スコアカードの学習と成長の視点における人的資本に属するものであると考え

られるが，最後のひとつは情報資本に関連するものである。顧客が求めている

もの，あるいは顧客が求めていないものを知る，あるいは顧客満足度の源泉お

よび顧客不満足の源泉をタイムリーに知ることによって，従業員による適切な

サービスを生むことになる。このことを実証したのが Neely and Najjar［2002］
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であった。彼らは，英国航空において顧客満足度の源泉に関する従業員行動の

分析を行い，運航に遅延によって顧客満足度が著しく下がることを熟知してい

る従業員は，遅延が見込まれる場合に機内サービスのレベルを上げて，顧客満

足度の低下を食い止めようとすることを示した。

　さらに，従業員満足度を高めるためには，良い組織文化も必要である。組織

文化が好業績を獲得するためのマネジメント・コントロールに不可欠なこと

は，Merchant and Van der Stede［2011］や Malmi and Brown［2008］など

が主張している点であり，組織文化の貢献についても今後の研究が待たれると

ころである。

５．結論と課題

　以上，バランスト・スコアカードにおける４つの視点の関係性について，先

行研究を整理すると，以下の点が明らかになっている。

①顧客満足度と財務の業績には，基本的には正の関係性がある。しかし，すで

に顧客満足度が十分に高い産業・企業では，顧客満足度を上げることが困難

であり，顧客満足度の上昇が財務業績につながらないことがある。また，顧

客満足度の上昇による収益の増加を，そのためのコストが上回る場合には，

顧客満足度と財務業績には負の関係が生じることがある。こうしたことを防

ぐためには，顧客満足度を向上させるための方策によるコストと効果を推定

する手法を有していなければならない。

②顧客満足度を獲得するための要素は，製品・サービスそのものの知覚品質が

顧客の期待よりも上回るようにすること（知覚価値の向上），イメージやソ

フトウェアの知覚品質を向上させることがあげられるが，イメージやソフト

ウェアの知覚品質は，顧客満足度やその結果得られる顧客の行動に直接強い

影響を与える。したがって，とりわけサービス業のように，サービスの提供

が人的な行動による業種では，ソフトウェアの知覚品質を高めることが不可



214 早稲田商学第 438 号

428

欠となる。

③ソフトウェアの知覚品質を高めるためのひとつの方策として，従業員満足度

を向上させることが考えられる。そのためには職場設計，職務設計，従業員

の選抜と能力開発，従業員の報酬と評価および顧客に仕えるためのツールに

ついて十分に考察することが必要となる。

　③の内容は，バランスト・スコアカードの理論の中では，一般的には学習と

成長の視点に設定される戦略目標に関連している。これまでの研究を振り返る

と，学習と成長の視点における議論は少なかったと思われるが，とりわけサー

ビス業においては上記の課題に取り組むことで，結果的に企業の収益性を高め

ていくことは疑いない事実である。

　本論文では，主としてサービス業における顧客満足度の向上とそのために必

要な従業員満足度について概観してきた。しかし，サービス業であっても，販

売されるサービスについて，コスト削減をしたり，革新的なサービスを開発す

るといった，内部プロセスに関連する戦略目標を考察することは重要であろ

う。また，顧客と財務，顧客と従業員といった，バランスト・スコアカード上

にある個々の関係性に関する実証研究はあるものの，これら４つの視点にまた

がった実証研究はない。この点について，４つの視点を縦断した研究を行うの

か，あるいは顧客満足が財務成果に正の影響を与えるのを前提として，顧客満

足度の源泉に関するさらなる研究を行うのかについて，今後も大規模データを

収集した研究を実施することが求められる。

　本論文は，早稲田大学特定課題研究（2013A-6227）に関する業績の一部である。

注⑴　スウェーデンでは，1989年に国内で販売される製品やサービスの質に関する顧客満足度の国家
指標（SCSI）を開発した最初の国となっている。この他にもドイツは国家顧客満足度指標
（Deutsches Kundenbarometer）が1992年に導入されている。アメリカでは，1994年に米国顧客
満足度指標（ACSI）が導入された。日本においても2009年に，２年間の研究期間を経てサービ
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ス産業生産性協議会が JCSI を実用化している。
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